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1. 韓国の沿岸域与件と開発実態

韓国の面積は南北韓全体が，約22万kn1で，南韓（korea）は半分lとも及ば

ない約JO万knllζ人口4300万である。沿岸域の延長は．約17000kmで、国土面積

の海岸延長は世界的に有数の半島国家である。地形的lと平野地は国土の30%

lζも及ばない。可住地が海岸線lζ限定されている乙とを考慮すると，乙乙20

年以上にわたり，非常な経済成長を遂げ，年平均8.5%. ］人当りGN Pは

約30倍に増加した。 GNP K対する輸出の比率は1963年～73年の14%から，

1958年～87年の39%へと 2倍以上に増加した。輸入については，同様の増加

がみられる。1970年の高度成長期に港湾施設．特lζ産業道路が急激lζ整備さ

れ， 1987年の輸入貨物は5倍，輸出貨物は121'告に増大し，輸入額は17倍，輸

出額は44｛~~－となっている。 1 970年～ 1 980年代にはウォーターフロン 卜開発と
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港湾整備と管埋運営lζ重点が置かれ， 1979年に釜山コンテナ路頭運営会社が

設立されて以米，最近JO年聞にコンテナ貨物は．年平均15%がI白川］し， 1985

年～1987年は，内外の良好な経済事情により ，年25%の実結をあげた。一方

コンテナ化率は1987年には輸入50%，輸出77%と地加し，1990年lとは定期航

路の約90%が予測される。また1991年のコンテナ貨物量の、Fi.均増加｜は約IC倍

と惟定され， 1988年220万TE Uから， 1996年の500万TEU. 2001年には

700万TE Uが見込まれている。（問、激な物流の増大と工業生産の拡大lζ対

処できる長大な水際線と広大な物流基地化は，ウォーターフロント開発と綜

合的な港湾空間の創造をめざす港湾ネッ トワーキングの推進にあたっての新

たなパラタイムを明らかにする。

港の機能化とウォーターフロントl:H-J発の焦点は，7｝く際線lζすえやれている。

勝国での急激な経済成長による船舶大型化とコンテナ港の拡張が，釜山コン

テナ港の／~iJ先限定と と もに，いきおい物流空間と しての臨海部の与編に追わ

れ，コンテナ化や，船舶の大塑化によるウォーターフロント開発と港湾空間

創造への地域移動は，釜山コンテナ港の商業港への転化と，コンテナ母港 ・

光｜場港の浮上．その背後地の広域化，南原 I D （内陸港）構築の必然性等

多機で，高質な産業空間を形成し，ハイテク産業空間の形成とともに．国際

情報の拠点 ・光陽コンテナ港の出現と共に韓国のウォーターフロン ト開発も

変貌をみせはじめた。乙れは沿岸域指向的なウォーターフ ロント再生である。

物流，産業，自然．生活空間と言った空間の諸機能を臨海部において展開さ

せるためには．沿岸域保全管理を拡張し，生態系を破壊しない港湾空間創造

のパラダイムを考える必要がある。乙乙では．工業施設だけでなく ．ウォー

ターフロントの大規模な土地利mk先立ち，環境保全やアメニティを求める

乙と，またテレポー 卜機能化によるパプリック・アクセスをウォーターフ ロ

ン卜と港湾開発実態から再評価される乙とが望ま しい。

2. ウォーターフロント開発と港湾計画

21世紀へのウォーターフロント開発と港湾整備の基本方向は．ウォーター
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フロントにおいて．総合的な空間創造形成を相互連携ーする乙とにより，全体と

して商業的な機能化，総合空間形成をめざす旋策を具体化させる乙とである。

それに当つては，ウォーターフロントの再成を核に位置づけ，社会や経済変

化lζ的確に対応しつつ国土の均衡発展や地域振興のため，それぞれの地域が，

国際間及び地域聞の相互の依存関係を強めつつ個性を持って自立する安定

的で活力のある地域並立型の国土っくりが求められている。大都市へ依存し

た地域構造から，地域相互間の連携を強化する構造への変革を進めるために

は高速交通網や．高度な情報網を活用し，いわゆる地域相互のネッ トワーキ

ングを図る乙とが必要となっている。 ζのような地域椛造の変革に対応した

施設が求められており．個々の港湾において，総合的な空間を創造する乙と

に併せ，港湾相互が海上交通網ばかりでなく，情報や．空や，陸の交通を通

じ連携を強めたり， （例えば釜山コンテナ港の都市商業港への転移と共lζ，

「母港・光陽コンテナ港」が．仁川コンテナ港と共同して効果を高めるよう

な）港湾相互のネットワーキングを進めるととが必要である。

国際化がますます進展する中で，中 ・ソ交流の展望と，地域並立型の国土

を構築するため，各地域それぞれが，世界lζ開かれた地域として発展してい

く必要がある。今後の国際化社会で，国際間の物資流動を担う港湾機能は．

各地域の経済発展を支える基盤でもあり，港湾相互の連携を図りつつ，国際

港湾機能の地方分散配置を進める乙ととする。

圏内の交通体系は.21世紀へのハイ・モビリティー社会の到来を背景lζ，

ネットワークの形成に向かう乙とが期待されている 1310 乙のため情報ターミ

ナルとして，ネットワークを形成する光｜場・コンテナ港を軸K，釜山コンテ

ナ港を商業港としての外貿定期船港として，仁川コ ンテナ港を韓国沿岸への

ラウンド・サービス港として中 ・ソ国家との比較的に近距離に位置する光陽

コンテナ港を拠点港とした，21世紀へのウォーターフロント開発と体系的な

港湾再配置計画，綜合的な空間創造とウォーターフロント開発，管理を以下

にまとめてみた。

1) 海岸空間の創造形成
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韓国は三面を海lζ固まれ， 200海里の経済水際の面積は国土面積9.9万附

の約4.5倍の45万kn¥の半島国であるが，国土の70%が山地で，平地拡張のた

め，ウォーターフロント開発と沿岸域埋立による臨海部開発が図られてきた。

1962年以後は，大規模工業用地確保を埋立による国土空間の形成を通じ3段

階の沿岸域空間創造を担ってきた。

① 臨海埋立；浅海沿域と内湾の埋立 ② 人工島 ；既存の都市とウォ ー

ターフ ロン卜の臨海工業地帯と密接な相関関係にある人工島 ＠ 近海

の人工島；周辺海域を含んだ多目的利用を目的とする人工島。

以上の特性を持つ，沿岸域空間利用の第 I段階．第2段階の臨海部埋立，

沿岸域の人工島によるウォーターフロン 卜空間利用発展段階を持つ沿岸域空

間創造が要請される。第 3段階としての人工島の構築は．沿岸域の特性lと応

じた利用を図る。外洋域での海域利用は，沿岸域の高度利用を進め，海洋環

境の保全に留意しつつ，外洋域での海洋レクリエーション基地化，ウォーター

フロン ト開発と港湾整備を綜合的な海洋空間利用のプロジェク 卜にする。

以上において，自然資源、に不足な韓国は，沿岸域空聞を効率的に利用でき

る長期的な展望lζ沖合人口島構想，静慮、沿岸域整備機想，海底鉱物資源開発

基地構想，沿岸域の特性lζ応じた開発と利用の推進を図る必要がある。また

それと共K，外洋域での海洋利用沿岸域の高度利用を進め，海洋環境保全に

留意しつつ，ウォーターフロン卜開発と，海洋空間利用のプロジェク 卜によ

る（仁川，端山，庇仁，群山， 木浦i乙大規模の沿岸人口島の構築）海洋空間

形成の開発方式を桃想しうる。

2) 物流空間の創造形成

海運国家の！国は，外貿輸送については，国内輸送の約50%の物資を海上

輸送に依存してきた。したがって今後，国際的にも国内的にも相互の依存関

係を強化しつつ，総合ターミナノレの地大，ユニットロード貨物輸送増大．新

たなコンテナリゼーションへの対応と21世紀へのウォーターフロントの形成

等，港の施策体系の確立が必要である。産業構造の高度化，産業の地方展開

とともにハイモビリティが予想される。一方，輸送の低自在性，機動性などが
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強く求められ，海上輸送は，ウォーターフロン卜環境保全．省エネ，省力等

の力で，新たなコンテナ貨物の流通基地化と．外貿定期船港湾の再整備が必

要である。求められる港湾相互のネッ トワーキンク， 高度な物流体系化．高

速内貿雑貨ネットワークを支える港湾機能化，一次産業輸送ネッ トワークを

図る産業空間の創造形成，海洋レクリェーション基地等．高能率な物流空間

の創造形成が問われる。

釜山コ ンテナ港と仁川｜コンテナ准は，急激な輸送革新K，効果的lζ対応で

きなくなった。釜山コンテナ港を例にすると，それは背後の高速道路を始め，

幹線道路や内陸基地1c:，体系的な連係が不充分である。まして鉄道輸送は．

物量受容の限界に到達し．貨物の適期輸送のため，物流関係施設投資が，長

期的な観点で．体系的な修正が切実である。乙れからのコンテナ港湾サービ

スも，安全性．迅速性，正揃J性．経済性等の体系が重要視される。 特に多品

種小量生産．高頻度流通へ適合な輸送体系を確立し，コ ンテナ貨物流通の国

際化に対応できる，国際複合一貫輸送方式の定着が特lζ急がれている。乙の

ような，コンテナ貨物流通の革新に相応できる貨物流通基盤施設整備を目的

IL. C Y面積に限界を惹起している釜山コンテナ港は.c Y空間の確保がで

きなくて， Portcongestion発生のため，光陽コンテナ港から50krn背後地

に位置する「南原 ・内陸港」の整備が急務とされる。 （図・ l参照）
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大型船の着岸できるウォーターフロントと．背後圏lζ南原・内陸港

( I . C D）設置は，需要と供給の流れを制御する分配と，保管機能であ

る。拠点 ・光陽コンテナ港の「南原 ・内陸港」機能は，販売促進．保管，荷

役，通関との連携輸送体系と，貨物分類．包装，小量単位化，流通加工等，

光陽コンテナ港湾利用者に幅広いサービスを目的iζ 「南原 ・内陸港jを利用

させ，外国貿易は勿論．国内貨物jの集散，コンテナ配置は囲内交易を促進し ，

光陽コンテナ港と「南原・ L C.D」のサービスが望ましい。乙のような

港湾再配置と新たな潔境i乙適応させ，流通を活発に情報機能化と広滑な港湾

関連産業を予想したコンテナノ〈ンの大型化lζ対応できる光陽コンテナ港湾

の中躯業務空間の創造形式とした「南原・内陸港」の建設が切実である。

光｜湯コンテナ港の公有水面は，釜山コンテナ港の 6倍lζ達する埋立造成地で，

後方50甘Lも離れている「南原 I.DJ K充分な面積を保有している。現代

式貨物流通基地化のため，母港・光｜場コンテナターミナJレ港は．大単位の埠

頭規模と南原・内陸港圏との連携性確保ができる理想的なコンテナターミナ

ルを形成している。単位ターミナノレ岸壁の長さは350m.水深15m埠頭の深さ

も．今までは一番深いと知られているDaiwaideコンテナターミナルの700m

よりも深しゅOOmK計画されている。港湾内iと鉄道ターミナJレと航空タ ーミナ

ノレと， 「南l京・内陸港Jの設置構想、は，コンテナ貨物lζ適合な輸送センター

の選択異種手段聞の適切で．効率的．そして迅速適確に，貨物流通活動が保

証される，ウォーターフロン卜開発と港湾計画の一例である。

以上のように，物流空間創造の形成をするため光陽コンテナ港を新しく．

韓国での母港・コンテナ港として．高率な物流空間，港湾物流情報システム．

港湾中枢業務空間．公的サービス向上．情報センター（テレポート），等の

形成と国際商取引機能の再整備を計る。

3) 産業空間の創造形成

21世紀へのウォーターフロン卜開発を港へ向けた新たな高質の産業空間の

高度利用は多様化する。したがって，乙れまで以上K，適正な産業立地の再

整備と，多織で高質な産業立地を誘導し．国民が盟かなライフスタイノレを亨
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受しうるようlとすることが求められる。それらを支えるものは，ウォーター

フロン 卜開発と港湾空間創造（ターミナノレ機能）の形成である。

ウォーターフロン卜と港湾のターミナノレ機能は，陸上交通と海上交通，航

空交通の接続点で，海外諸国の交通網と結ばれ，産業基盤強化を目的lζ国民

経済の維持とその再生産過程で，ウォーターフロント開発と港湾ターミナノレ

の体系的結合が重要視される。港湾ターミナノレは，臨海工業地帯を形成し，

高度経済成長と国際複合一貫輸送による経済，社会的機能拡大とは．ウォ

ターフロント開発と港湾空間をますます密接にかかわってきた。

21世紀l乙向けて，ハイ テク産業と先端産業が臨海部に立地し始め，ウォー

ターフロント開発と港湾ターミナノレへ，多様で高質な産業空間を形成させる。

一方，国際化，情報化の進展lζ伴い，国際貿易の拡大，資本の国際的移動や，

企業活動の国際化，情報・文化等の国際交流の活発化，情報の生産・流通の

飛躍的増大をもたらし，正硲，迅速，かっ，安価EIζ提共するためのニョーメ

ディアの情報拠点、港湾の再整備と，盟さな生活空間を形成する港とウォーター

フロントの管理計画に関する研究が重要視される。

今後のウォーターフロン トと港湾空聞に求められる産業空間の形成と，沿

岸域空間創造に対する港湾空間の再整備に際しては，港湾管理者が，計画主

体として地域産業と港湾lζ関連する施設や機能導入，ウォーターフロン卜開

発，港の再整備を進めるよう要望される。また， 1次産業の振興のための港

湾再整備，観光開発，海底鉱物資源の開発基地等の整備が必要である。

4) 都市空間の創造形成

ウォ ターフロントは，リ・ クリエイ 卜の場である。リ・ク リエイト （再

生） ，再活性の場であるという乙とは，エネルギーや物質を循環させること

を意味する。ウォーターフロントは．その循環再生のナーステションなので

ある。いかに乙のサイク jレを支障なく稼動させるかが，ウォーターフロン卜

の「かぎ」である。今日のウォーターフロン 卜ブームは，産業構造転換，交

通・通信システムの転移を背景として，ウォーターフロン 卜の大規模な土地

利用転換過程である。物流空間ないし．産業空間としての機能特化をはかり，
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情報通信ネッ トワークの「テレポ 卜Jが，都市固にかける都市とウォ ーター

フロン卜開発を，都d1f.提出の創造形成を中心として．生活空間，自然空間と

しての沿岸域の｜腎!ifilliとかかわって，ウォーターフロン 卜開発と港湾ターミ

ナルへのパプリック・アクセスが重要視されている。

韓国の都市とウォーターフロン卜は緒についたばかりであり ，開発手法も

佐立されている訳ではなし、。そのため，海外の事例を充分検討し社会的背

広：を理解し．韓国i乙適した刀法論を定立すべきであろう。都市とウォーター

フロン卜開発は，国際的潮流であり．速やかに対応しなければならない。計

画の本質を極めた上で，長期展望iζ立脚した政策を策定すべきであろう。単

にウォーターフロン 卜開発lζ止どまらず．港湾政策の本質iζ関われるもので

あり ．ひいては都市政策に関わる課題である。更に広く沖合人工島や静穏化

構想Kも関わる広範囲で深い問題を抱えている。 狭義l乙は，ウォーターフ

ロント1rn発は，地域と沿岸域の資質を顕彰し，新しい技術をもって，地域の

の活性化にいかに資する乙とができるかにある。広義lζは海洋立国をいかに

創出するかであろう l~I

者／）市空間とウォーターフロント開発は，韓国では千拓によって造成された。

沿岸域のip心lζ海洋技術自11Srnがすえられてきた。臨海部の埋立地，沿岸人工
島，沖合人工島の土地lζ郎rn的な土地利用（居住宅聞を含む複合的な用途構
想をもったもの）を行なうものである。商業，レクリェーション施設，住宅

を併設し都市的複合を計画する場合が多い。以下，聡国での海洋技術都市

の対象地域評価を取りあげた。

（表 ・］ ）隣国海洋都市の対象地域の綜合評価

》と
西済 三 忠鋲 iH馬浦南麗麗木群大 三 東東江安仁釜

帰;m州、｜千浦武海山山項原川水稲i山川 l砂草海陵山川 LU

海潜洋在産業力 A B G F F E G E E C C G B F D C G C F E F 

教研究育機能， A C D F F F F F D E C F F E F F .F E F B F 

地域環境力
潜在

A A E E G F G C F D G D B C E D G G G D E 
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（表一 1）の如く，海洋都市の先行条件として，地域の海洋産業潜在力と該

当分野の研究及び，教育研究機能と自然条件，交通，生活環境iζ分類評価す

ると．①海洋産業は水産業，造船工業，海運港湾業，臨海観光業を選定した。

各要因別に地域別分布度を，全国人口 5万以上の21個の臨海都市を対象に評

価し． 各々の要因を表わす関連因子を選定，因子の絶対値を平均標準偏差lζ

よる絶対値を平均襟準偏差とし＇ 7等級i乙分類し，相対値に変換させる相対

比較方法を反覆使用 し，各都市別， 要因別の等級を抽出した。分析結果は．

綜合的に表わせば，嶺面域 （慶尚南 ・立道）は．海洋産業が発展している。

その中心地の釜山圏は，教育．研究機能と地域環境潜在力が高かった。湖南

闘は，水産業を核lζ海洋産業が発達しているが，研究と教育技能そして．地

域環境潜在力は低かった。首都圏は．海運産業を中心に海洋産業は発達して

いるが，その他の産業は潜在が低く．沿岸域の自然条件の与件上，制約が多

かっTこ。

以上からみた海洋技術都市の 1次候補地は，沿岸域産業が一番活発な嶺南

圏で．都市別の特性を考慮すれば，教育・研究機能が活発で地域環境潜在力

が高くあらわれた釜山圏である。

5) 生活空間の創造形成

産業構造の高度化， 高度情報社会の出現．国際化，ハイモビリティ社会の

到来，人間の価値観，ニーズの多様化，文化志向の潮流，高齢化社会等，急激

な変化の時代に長期的視点iと立つ，ウォーターフロント開発と港湾空間の創

造形成は＇ 21世紀へのウォーターフロン卜開発と港湾空間の新たなパラダイ

ムによる，①沿岸域空間の形成．②高度な物流空間の形成，＠高質な産業空

間の形成．④UrbanWarterfrontの管理計画，⑤豊かな生活空間の形成に

ふれたj闘いのある，ウォ ーターフロン 卜と港への生活空間の創造形成で、ある。

｜塗域と海域の融合する変化に富む居住空間の安全性，自然とのふれあい，

ウォーターフロン卜と港のポテンシャjレをいかに生かすか海洋レク リェーショ

ンなどアメニティの高い生活空間の創造形成をいかに行なうか地方 ・離島

地域においては．自然条件や地理的条件から地域住民の求める生活空間は次
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のようである。アメニティの向上，文化空間，地域生活空間，海洋レク リェ

ション基地化，地域の防災機能化，廃棄物処理空間の竜要施策，自然環境保

全，歴史環境空間創造等，地域の特色的イベン 卜開催と．観光活生の支援，

人工海浜観，＊護岸．魚釣り，広場等は，国民の生活水準の向上，余暇の増

加， 高齢化にともなう文化的でj閉し、ある生活空間形成．又，生活改善のため

の公共施設整備，耐震強化，港湾整備施策である。

ウォーターフロン 卜は無限な可能性と人類最後の宝庫 Oastfrontier) 

である。字寅開発，原子力開発は食糧難とエナジィ資源の枯渇に対処するた

め，ウォーターフロント開発とj荏K，現代の至上課題を与える。

幸いに韓国は三面海l乙四まれ，南聡（Korea）耕地面積のl7f告に達する

50万knlの管轄水域，3400余個の島艇と13.000kmのウォーターフロン トは，人

口l人当り30cmと，約68万knlの廃括な大陸棚等．海洋国としての伸張のため

の潜在プJがある。 1982年UN海洋法協約による200海里の時代を迎え，新た

な国土の創造，多画的利用の図れる生活空間の圏域創出は，海洋開発の体系

擁立とともに，国民生活に必要不可欠な地球最後のフロンティアである。

3. ウォーターフロントと港の綜合的な空間創造

価値観の多様化，成長期から成熟期への転位，量から質への志向等は， 21

世紀へのウォーターフロン卜と港の抱える議論の一素材である。

ウォーターフロントと港の計画システムの再構築，新たな費用負担の確立．

施策の複合化，ウォーターフロントと港の諸制度．その施設と維持策，計画

と管理者業務の刷新．技術開発等．言わば余暇時間の増大，ライフスタイノレ

の多様化，リゾー ト産業等は.21世紀へ向けたウォーターフロントと港湾整

備の課題である。

ウォーターフロン 卜は，水空間の有効利用だけでなく，人々が憩い，水lζ

親しむ空間で，にぎわい空間創出の新しい要請に応えるべく ，ハー ド・ ソフ

トの両面が考えられる。より豊かなマリンライフが楽しめる新鮮で高質なウォ

ーターフロント，山岳と海洋の観光・レクリェーション資源、，サンベルト地

域（太陽Sun.紺青の海Ultramarine，自然の緑Naturalgreeniζ恵まれた
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地域）の位置づけ．国際的なリ ゾー トゾーンの形成．河口港，人工港をふく

め美しいリアス式の韓国の西海岸と，男性的な東海岸のウォーターフロント

開発等は，物流機能化のみならず，商業機能．情報処理機能．国際交流，船

舶貨物処理を目的にした施設と，飛行場からレス トラン．ホテノレに到るよう

な綜合的運営・管理等のシステムをウォーターフロント開発と港への計画に

ふくめる必要がある。海洋開発のための閉鎖性海域環境保全と，高度な物流

空間の創造，増大するユニット貨物．多様なニーズlζ対応できる綜合ターミ

ナJレ整備と， “ウォーターフロン卜と港湾利用の高度化”のためのテレポー

トに位置づけた綜合空間創造の形成がのぞまれる。

しかし，ウォーターフロン 卜と港湾綜合空間の創造形成lζ先立って，水域

環境の質的向上が必要である。すなわち，海域における浮遊コミ，油，赤潮

等の防除．湾内漁場の水質改善，湖や貯水池での成層の解消，海域における

貧酸対策．停滞濁水域及び，湖内成屈7/<の改善，工場廃棄物と都市下水口に

よる汚濁の未然防止，さらには．無謀で画一的な，埋立政策の止揚が今後の

課題である、

均街ある国土開発と，効率的な全国交通体系の拠点として， “ウォーター

フロン卜と港の綜合空間形成”は．真lζ国土計画の中で機能していくために

は，ウォーターフロン卜と港の結びが必要である。新たに綜合的なウォーター

フロン 卜と港の空間創造を連携し，後合化をめざす“総合的な港湾空間とウォ

ーターフロント開発は，①物流円滑の港湾施設と，流通業務機能の情報処理

機能化 ②国際港湾都市形成と国際交流機能化 （ホテル， 国際会議場，見本

展示場） ①交通体系の確立とマ リーナ等のレク リェーション機能 ④港湾

機能の一体化と地域活性化．の再検討を必要！とする。

言いかえれば人間生活への志向や産業経済活動の活性化は，世界的な高ま

りをみせている。韓国は，地形上の制約もあって，開発，利用と，環境保全

を繰り返しつつ， “ウォーターフロン卜開発と港の利用”を地域社会iζ定着

させようと，必死lζ研究仁hである。ウォーターフロン卜と港の綜合空間の創

造形成をはじめとする，リゾート基地化，マリーナ網の整備，都市とウォー

ターフロント，港湾空間の綜合的形成に先立つ，環境保全を配慮しつつウォ
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ーターフロン トと港の利用を誘導する，総合空間利用計画を策定した。

韓国は，南北に長い海域を海で、つながる経済，文化圏を「マリノベルト」

と位置づけ．陸地部lζ形成しつつある。新たな工業集積を目指す「内陸イン

ダス トリ アルベノレ卜」とウォーターフロン 卜開発で，新しい技術交流圏を志

向するテクノベルトと併せた相乗効果をあげようとする。乙のマ リノベル ト

の発展は港を媒介l乙，国際化．情報化， 高度な物流施設，国際展示場，国際

会議場等を整備すると共に，研究施設，コンビュ ター導入，ウォーターフ

ロントの再生，快適性，ウォーターフロントと港へのアクセス，綜合空間の

形成をめさすレクリェーション．文化系ゾーン，流通系ゾーン．産業開発系

ゾーンを持たせ，相互連携のもとに生活の豊かさを求める。それは新しい時

代に対応した港湾流通機能の改革時代を切り聞く海洋関連ハイテク産業機能

化， 産業経済，文化交流を目指す情報機能化の綜合空間形成にふさわしい質

の高い“ウォーターフロント開発と港づくりの長期なマスタープラン”の作

製である。それは行政上の範囲lζ限る必要はなく計画の内容は枠を越えない

もので，法的拘束力を持たぬ代りに，綜合的な空間の姿をその論理とすると

ζろのウォ ーターフロントと港の綜合空間の創造形成にある。生き物である

空間を綜合的lζ管理できる乙とを，筆者は当面l乙望んでいる。

4. 綜合空間に備える沿岸域環境保全策

ウォーターフロン卜と港に関する基本的理念は交通体系の整備，適正な国

土利用，航路開発のための環境保全である。産業活動の場．海上交通やレク

リェーションの場，豊かな日常生活を支える自然環境保全である。

ウォーターフロン 卜は水循環の担い手である。海の持つ思惑を過信して．

人類の営みがされる時，海洋汚染は，その恵みを失わせる乙とになりかねな

い。緯国は1960年代の高度経済成長とともに．無謀な画一的干拓による沿岸

域の埋立で．韓国の西海岸が汚染のため近海漁業ができなくなった。設近は，

「国際 ・欝山港Jの長生浦に赤潮現像が起り，深刻な社会問題を惹起した。

欝山市の関連業界によれば干拓埋立は勿論，そのほかに l日25万屯の生活汚

水と 200余の工場からの27万屯の廃水が，太和江iζ沿って閉鎖性海域（鎖海
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湾） ＇ζ流入し有機物質の堆積は富栄現象又は赤潮になり ．赤潮生物が繁殖し．
海があわに遭われる赤潮現象にも．韓国政府は，束手無策のため漁業に致

命的な打撃があっても，水質検査をしないとの報導があった~iii 乙れが今日の

韓国沿岸域における環境汚染の一部現状である。

鎮海湾は朝鮮半島の南岸lζ位置する典型的な閉鎖性海域で，かつては，タ

ラの産卵場所として，また貝類の養殖で有名であったが，現在は馬山一昌原

工業地帯の操業による赤潮発生のため，富栄化の海域になった。富栄養化の

目安となる様々な化学物質や重金属濃度は．すでに基準値を越えている。赤

潮原因生物も．ケイ藻が渦鞭毛藻類にとって代わられた。赤潮及びーその2次

的影響による貝類の大量死が起った。水産食用生物は食用にならず．鎮海湾

iζ隣接する馬山湾の内水域における漁業は既lζ法律で禁止されている。

海域環境破壊は韓国だけでなく ，世界の海域環境が危険lとされている乙と

から． “ウォーターフロントと港の環境保全と適正な利用”は．自然環境に

“ウォーターフロン卜と港の綜合空間の創造形成”を位置づける必要がある ~ll

ウォーターフロン卜と港湾空間形成は，将来の世代lζも継がれて行かなけ

ればならない。乙のために．ウォーターフロント環境を保全しつつ，港湾空

間の創造形成を持続的に探究しなければならない。ウォーターフロントは．

人々の営みと深く関わっているため，環境教育の幅広い展開を必要とする。

さらにウォーターフロン卜は．いったん汚染されると，回復には大きな困難

を伴う。したがって赤潮や貧酸素水塊による漁場やレクリェーションの般駿

防止と，ウォーターフロントの水質，底質φの汚染の防止．汚染状況の把握．

生態系に与える影響防止のための学術交流．漁業資源保護等が必要である。

他の地域においては，重金属，有害物質，有機汚濁物質及びその他の汚

染物質の流入を制御させる。さらに陸域と海域の環境は．互いに深く関わっ

ており，陸域における土地利用，産業立地，沿岸域の埋立，水質．底質．生

態系及び自然環境に影響を及ぼしうるための海域の監視と．汚染物質の海域

への流入制御技術導入や適切な規制措置が必要となる。またウォーターフロ

ントと港の環境を保全利用するため．自然科学，社会科学，人文科学等，学

際的研究及び国際的学術研究と情報交流が重要であり，先進国から途上国家へ
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の技術転移と国際海事機関（ IM0）を中心とした国際的協力とMARPO

L73と74条約の遵守が重要になる。

綜合空間の創造形成に先立つ“ウォーターフロン 卜開発と港の環境保全 ”

は，欧米の港とは異り ，韓国の港は，単l乙陸海空の交通結節点と しての役割

だけでなく，各地域の社会が発展するために必要な産業や都市生活を多目的

に展開する役割を果している。韓国の“ウォ ーターフロント開発と港”は綜

合的な機能を持つ，ウォーターフロントの港，そのものである。乙の背景iζ

は臨海部lζ平地が極めて乏しく ，沿岸の海象状況が概して厳しいので，自然、

の湾域や進んだ工業技術を利用して開発された，ウォーターフロン 卜と港湾

空間の形成のみが人間活動と環境保全との調和に貢献しうると言えるものが

ろう。

5. 結論（人間環境から見たウォーターフロン卜開発と港の空間創造形成）

海はすべての国をつなぎ，生命の源であるとの認識に立ちつつ，各国のウォ

ーターフロン トと港についての情報や経験を交換し， 国際的な環境保全の共

通の指針ーとなっているサスティナブル ・デベロップメン 卜の概念171を具体化

するための環境保全との調整，持続的資源、の利用のため調整を進めていくか，

その道を採るのが本稿の窮極目的である。今後のウォ ーターフ ロント開発と

港湾空間の創造形成の方向も，従来の単なる環境改善から環境創造へと転換

が求められている。乙のような背景のもとに，本論文はウォーターフロン卜

開発と港の展開をとらえるために，5つの空間（ 3節参照）の創造形成を論

究した。海洋空間，物流空間．産業空間，都市空間，生活空間の綜合的な空

間形成をまとめ，“人間環境から見たウォータ ーフロン卜開発と港の必要条

件 ”として結びとしたい。

ウォーターフロン 卜開発と港への視点は，各対象場の広がりによって異る

が，注目すべき基本的要素は，大小の7)<空聞に集う人聞が相互発信するネッ

トワークづくりと，情報の交換が沿岸域と港の持続的開発 ・保全のために不

可欠であろうという 乙とである。魅力的なウォーターフロン ト開発と港の空

間創造形成への努力と，関係地区間の地球規模の連係によって，環境保全の
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ための自然と人間への感性を高める場の創造・展開をひきおこす新たな里程

標を立てる必要がある。テレポー卜における最初の情報交信は，そのような

水域情報の発信から始まる ζ とが期待される。

陳腐化した内陸の延長として，安易lζ水面利用を考えるのではなく，活力

の根源として，海から陸への改造，綜合的な海洋海域の創出のためのウォー

ターフロン 卜開発と港の研究が必要である。環境条件の変化への対応は，自

然環境と調和した“ウォーターフロン 卜と港の綜合空間創造形成”を中心lζ

国土空間の再整備を必要とする。 豊かな生物生態系の保全空間をして身近か

な市民の憩いの場とする新しい夢のあるウォーターフロン卜と港を子孫lζ残

すべきである。

注（1）金在河稿「2001年の海運を考える」 （「国際海事研究J近藤記念財団〕 1987年．

p. 57 

12）金在河稿 The International Academy Announcement Conference 

Theses Collection; No. 2 . P .318参照 1989; IAMP.1989 

(3）金在河稿「国際複合一貫輸送の展開とi港湾」 （「国際海事研究J近藤記念財団）

1987年 p.2 

(4）近藤建雄稿「水辺づくりの視点」 （「港湾」日本港湾協会） 1988年 P.9 

(5）韓国 ・「国民日報」 1990年8月1日．

(6）神戸市「瀬戸内海宣言」 1990年8月l日（参照）

171 生態系・生命維持システムの保全，種の多様性・逃伝子の保護②住民の基本ニー

ズの充足①地域間・世代聞の公平の確保④止揚と集中の原理・その理念、で全ての

計画とその実施を統ーできたかが，具体的に検証される必要がある。そ乙から次

の課題が生じる。⑤生態系の保全にプライオリティを置く真のアセスメントの実

施⑥開発と保全を統一する沿岸域の鑓境管理計画策定フ。ロセスにおける住民ニー

ズの汲み上げと住民参加の具体的手続きの保障⑦都市集中の抑制と内発的開発の

促進③サスティナフソレ・ディベロップメントの原理による法律と行政を統一し，

各種矛盾を止揚する（西村忠行稿 EME (S’90. 1990年8月）
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